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令和2年度予算編成の指針について（通知）

1．国・県の動向

国における令和2年度予算は、 「経済財政運営と改革の基本方針2019」 （令和元年6月

21日閣議決定）を踏まえ、引き続き、 「新経済・財政再生計画」の枠組みの下、手を緩め

ることなく本格的な歳出改革に取り組み、施策の優先順位を洗い直し、無駄を徹底して排

除しつつ、予算の中身を大胆に重点化するとされている。

また、総務省より示された「令和2年度地方財政収支の仮試算」では地方の安定的な財

政運営に必要となる一般財源総額（地方税等、地方特例交付金、地方交付税及び臨時財政

対策債)については64.0兆円と前年度と比較すると1.3兆円の増額となり、前年度の水準

を下回らないよう実質的に確保するとしている。

なお、当面の経済財政運営として、今月からの消費税率10%への引き上げに当たり、軽

減税率制度の実施や駆け込み・反動減の平準化（キャッシュレス・消費者還元事業、プレ

ミアム商品券事業など） 、防災・減災、国士強靱化を含めた臨時・特別の措置等の適切な

執行により、消費税率引き上げ後の需要変動の平準化を図り、経済の回復基調に影響を及

ぼさないように取り組むとしている。

岐阜県では持続的な財政運営に道筋がつきつつあるものの、県財政を取り巻く環境は不

透明で多くの課題があることから、引き続き行財政改革の努力を行い、節度ある財政運営

に努めている。

また、新たな「清流の国ぎふ」創生総合戦略の策定に向けた議論等を踏まえた重要な政

策課題に対応しなくてはならず、持続的な財政運営と重要な政策課題への対応との双方を

心掛けた、メリハリの利いた予算編成が行われる方針である。

このような国や県の動向は町の財政にも大きな影響を与えることが予測されるため、今

後も注視していく必要がある。

2．本町の財政状況・見通し

今後の本町の財政状況の見通しは、人口減少が進むことによる経済・産業活動の縮小に

よって税収入が減少し、また高齢化の進行から社会保障関係経費が高い水準で推移するこ

とが見込まれる。

歳入面は、消費税の増税を反映して地方消費税交付金は伸びる見込みだが、法人の償却

資産にかかる固定資産税の減少が見込まれるため、歳入総額の増加は見込めない状況であ

る。また、ふるさと納税寄附金においても、 6月の制度改正により今後、過去2年間のよ

うな寄附額が見込めない状況にある。

なお、近年は歳入の不足を補うため、財政調整基金などの基金から多額の繰出しを行っ

ている状況である。
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